
  

 
  

 
 

 
 
 
 

リース組合事業の損金算入規制 

Ｑ：会社が、組合形態のリース事業をし

た場合に組合事業の損失を全額損金算入で

きなくなったそうですが、詳しい内容を教え

てください。 

 

Ａ：次のような内容になっています。 

【解説】 

法人が、民法組合や匿名組合の組合員にな

って、いわゆるリース事業を行うような場合

の組合損失額については、今年の４月１日以

後契約分(平成19年４月１日前に契約した航

空機の賃貸にかかるものを除く)以後、次のよ

うに取扱われます。 

①  組合債務を弁済する責任限度が、実質的に

組合財産の価額とされている場合等には、

組合損失額のうち出資の価額を基礎とし

て計算した金額を超える部分の金額は、損

金の額に算入しない。 

②  組合事業が実質的に欠損とならないと見

込まれる場合には、組合損失額の全額を損

金の額に算入しない。 

この取扱いは、外国における組合契約に類

する契約を締結している法人にも適用され、

また、外国における有限責任事業組合契約に

類する場合にも適用されます。 

なお、この規定は、法人組合員が組合の重

要な業務の執行に関与し、自ら執行している

場合には適用されません。 

 また、事業組合が実質的に欠損とならない

と見込まれるかどうかは、組合事業の形態や

債務弁済に係る契約や損失補てん契約の内容

等の状況によって判断されます。 
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